リース資産化の新しいアプローチ　―リース改訂公開草案における借手の会計処理― by 吉田 直美
Ⅰ　は じ め に
　リースは，わが国でも諸外国の会計基準においても，その経済的実質に
基づいて，借手においてリース資産およびリース負債をオンバランスする
会計処理が要求されている。しかし，実際には，リース資産化の要件には
合致しないようなリース契約についてはオンバランスされてはおらず，リ
ースに関わる会計情報が財務諸表に適切に反映されていないとの指摘を受
けてきた。
　このような現状を踏まえて，国際会計基準審議会（International Account-
ing Standards Board :  IASB）はアメリカの財務会計基準審議会（Financial Ac-
counting Standards Board :  FASB）とともに新しいリース会計基準の策定に着
手し，2010年８月に最初の公開草案「リース」（以下，公開草案）を公表し
た。その後，公開草案に多くの意見が寄せられたため，2013年５月に新た
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な公開草案「リース」（以下，改訂公開草案）が公表された。
　公開草案および改訂公開草案では，リース資産化に関する新しいアプロ
ーチが提案されており，ファイナンス・リースのみ資産化するのではな
く，現行の会計基準では資産化されていないオペレーティング・リースに
まで資産化の範囲を広げることを提案している。
　本稿では，改訂公開草案におけるリースの会計処理について，現行のリ
ース会計基準，すなわち国際会計基準（International Accounting Standard :  
IAS）第17号「リース」（以下，IAS17号）と比較・検討するとともに，今後
わが国の会計処理にも影響を与えると思われることから，わが国の企業会
計基準第13号「リース取引に関する会計基準」（以下，日本基準）とも比較
する。検討するにあたっては，借手におけるリースの会計処理に限定し，
貸手に関しては借手との関係で必要な場合にのみ取り上げる。また，本稿
では，セール・アンド・リースバック取引やサブ・リースについては取り
上げない。
　なお，新リース会計基準については現在も IASBにおいて審議が継続さ
れており，2015年中の基準化をめざしての作業が行われている。本稿執筆
までに，再審議により改訂公開草案について再検討が行われた結果，仮決
定された部分については本稿に含めて検討することとする。なお，いまだ
審議中であるため，本稿で検討したリースの会計処理と新リース会計基準
の内容が異なる結果となる可能性があることを指摘しておく。
Ⅱ　リース資産化の基本的考え方
⑴　現行のアプローチ
　現行の IAS17号では，リースをファイナンス・リースとオペレーティン
グ・リースに分類し，ファイナンス・リースは借手においてリース資産お
よびリース負債を計上するが，オペレーティング・リースは資産化してい
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ない（par. 20, par. 33）。このような現行の会計処理は，リース資産化が資産
の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転するか否かに基づ
いていることによる。
　IAS17号では，リースはファイナンス・リースとオペレーティング・リ
ースに分類され，所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転す
る場合には，ファイナンス・リースに分類される（par. 8）。ファイナン
ス・リースによれば，通常，リース資産の法的所有権は借手に移転しない
が，借手がリース開始日においてリース資産の経済的耐用年数の大部分を
使用することによって，リース資産を購入して使用した場合と同様の経済
的便益を受けることができ，またリース資産を所有した場合に生じる遊休
または技術的陳腐化による損失の可能性等のリスクを負うことになる。し
たがって，通常，リース資産の法的所有権は借手に移転しないが，その経
済的実質に基づいて他の所有している資産と同じように資産として計上す
べきである。
　また，ファイナンス・リースにおいては，リース資産の公正価値 1）とそ
れに関連して発生する金融費用とほぼ等しい金額をリース期間にわたって
支払う義務を負っている。したがって，資金を調達して資産を購入した場
合とほぼ等しい金額を負担することになるため，これを負債として計上す
べきである。
　このように，IAS17号では，ファイナンス・リースは，その法的形式で
はなく，経済的実質に基づいて当該資産を購入した場合と同様にリース資
産およびリース負債が計上され，所有に伴うリスクと経済価値のほとんど
1）　IAS17号における「公正価値」とは，独立の第三者間取引において，取引
の知識がある自発的な当事者の間で，資産が交換され得るまたは負債が決済
され得る金額である（par. 4）。したがって，ここでの公正価値は，リース開
始時のリース資産を購入した場合の金額にほぼ等しいことになる。
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すべてを移転するものではない場合には，オぺレーティング・リースに分
類し，資産化せずに支払リース料を費用として計上する。
　わが国でも，IAS17号と同様に，法的形式ではなく，経済的実態に基づ
いて，ファイナンス・リース取引については，借手においてリース資産お
よびリース債務を計上する売買処理を行う。
　日本基準では，リースはファイナンス・リース取引とオペレーティン
グ・リース取引に分類され，ファイナンス・リース取引は，「リース契約
に基づくリース期間の中途において当該契約を解除することができない又
はこれに準ずるリース取引で，借手が，リース物件からもたらされる経済
的利益を実質的に享受することができ，かつ，当該リース物件の使用に伴
って生じるコストを実質的に負担することとなるリース取引」と定義して
いる（第５項）。ここで，「借手がリース物件からもたらされる経済的利益
を実質的に享受する」とは，当該リース物件を自己所有するとするならば
得られると期待されるほとんどすべての経済的利益を享受することをい
い，「当該リース物件の使用に伴って生じるコストを実質的に負担する」
とは，当該リース物件の取得価額相当額，維持管理費用等の費用，陳腐化
によるリスク等のほとんどすべてのコストを負担することをいう（第36
項）。この考え方は，IAS17号の所有に伴うリスクと経済価値の移転とほと
んど同じであると考えられる。
　ファイナンス・リース取引は，法的形式に基づけば賃貸借取引として処
理することになるが，その経済的実態は当該物件を分割払いで購入して使
用する，資産の割賦売買取引と同様と考えられるため，通常の売買取引に
係る方法に準じて会計処理を行うことになる。日本基準では，後述するよ
うに，さらに所有権移転ファイナンス・リース取引と所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引に分類して会計処理を規定していることからも，所有
権に着目して会計処理を規定していると考えることができる。
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　このように，現行のリースの会計処理は，所有した場合と同様の経済的
便益を受け，購入した場合と同様に対価を支払う義務を負うという経済的
実態に基づいている。
⑵　新しいアプローチ
　一方，改訂公開草案では，すべてのリースについて，借手において使用
権資産およびリース負債を認識するという使用権モデル（right-of-use 
model）を採用している。この使用権モデルは2000年に国際会計基準委員
会（International Accounting Standards Committee）により公表された G4＋１
報告書「リース：新たなアプローチの実行」で提案され，その後の2009年
の討議資料「リース：予備的見解」および公開草案においても継承されて
いる。
　現行のリースの会計処理については，二つの異なる会計処理が認められ
ており，オペレーティング・リースについては資産化されていない。この
ような会計処理は，同じリースという経済的取引に非常に異なる会計処理
を適用するものであり，財務諸表の比較可能性を低下させる可能性があ
る。また，多くの財務諸表利用者がオペレーティング・リースも資産化す
るように財務諸表を修正して利用することも指摘されている 2）。さらに，
本来ファイナンス・リースとして借手においてリース資産およびリース負
債を計上すべきものであったとしても，リース契約をファイナンス・リー
スの条件に該当しないように操作することによってオペレーティング・リ
ースとして処理するという余地を与えることとなる。このような批判を考
慮し，リースを単一の分類で会計処理し，財務諸表においてよりリースの
2）　IASB (2013), BASIS FOR CONCLUSION ON LEASESを参照（par. BC3）。
なお，現行の会計処理については，借手だけではなく，貸手についても問題
点が指摘されている。
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経済的実態を忠実に表現するために提案されたのが，使用権モデルであ
る。
　リースの場合，借手は，リース期間にわたって原資産を使用する権利
と，当該資産を使用する権利を取得するために貸手に支払いを行う義務を
有している。これは IAS17号のファイナンス・リースだけではなく，オペ
レーティング・リースの場合であっても同様にリース期間にわたってリー
ス資産を使用することができ，また使用するためにリース期間にわたって
リース料を支払うことになる。したがって，リースを資産を使用する権利
を得る取引と考えれば，所有していなかったとしても，すべてのリースに
ついてその使用権を資産化すべきであると考えることができる。
　また，使用権モデルによれば，すべてのリースについて使用権資産およ
びリース負債が計上されるが，これは IASBの「財務報告に関する概念フ
レームワーク」（以下，「概念フレームワーク」）の定義を満たすと考えられ
る。
　「概念フレームワーク」では，資産を「過去の事象の結果として企業が
支配し，かつ，将来の経済的便益が当該企業に流入すると期待される資
源」と定義している（par. 4.4 (a)）。リースによれば，リース契約が締結さ
れ，原資産が借手に引き渡されるという過去の事象の結果として，原資産
を使用する権利を借手は支配することができる。一般に多くの資産は支配
といった場合に所有権のような法律上の権利の有無が関連するが，リース
によればリース契約によりリース期間中は借手が原資産を使用することが
できるため，原資産の所有権が移転していなくとも使用権を支配している
といえる。したがって，借手のリースによる使用権は，資産の定義を満た
す。
　一方，負債は「過去の事象から発生した企業の現在の債務で，その決済
により，経済的便益を有する資源が当該企業から流出することが予想され
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るもの」と定義される（par. 4.4 (b)）。リース契約が締結され原資産が引き
渡されれば，借手はリース料を支払う義務を負担するため，現在の債務を
有している。また，リース契約にしたがってリース料の現金払いが生じる
ことから，借手において経済的便益の将来の流出が生じることになる。し
たがって，借手のリース料の支払いを行う義務は，負債の定義を満た
す 3）。
　さらに，貸借対照表に認識するにあたっては，定義を満たし，かつ，当
該項目に関連する将来の経済的便益が，企業に流入するまたは流出する可
能性が高く，信頼性をもって測定できる原価または価値を有していること
が必要となる（pars. 4.37-4.38）。リースの場合，リース契約によりリース期
間にわたって経済的便益が流入または流出することは確実であり，またリ
ース契約に基づいてリース料の支払いを行うため信頼性をもって測定する
ことが可能である。
　したがって，貸借対照表において財政状態を適切に表現するためには，
ファイナンス・リースのみでなく，すべてのリースについて借手において
使用権資産およびリース負債をオンバランスすべきであると考えられる。
　改訂公開草案における使用権モデルは，新リース会計基準にも踏襲され
る予定であるため，すべてのリースについて借手において資産および負債
がオンバランスされることになる。よって，リースの定義はそのままオン
3）　なお，概念フレームワークは現在改訂作業が進められており，2015年５月
に公開草案「財務報告に関する概念フレームワーク」が公表されている。本
公開草案では，資産は「企業が過去の事象の結果として支配している現在の
経済的資源」（par. 4.5）であり，経済的資源とは経済的便益を生み出す潜在
能力を有する権利であると定義している。また，負債は「企業が過去の事象
の結果として経済的資源を移転する現在の義務」（par. 4.24）と定義してい
る。リースによる使用権資産およびリース負債は，この公開草案における資
産および負債の定義にも合致していると考えられる。
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バランスされる資産および負債の範囲になるため，リースに該当するか否
かの判定が重要となる。また，使用権の資産化となるため，リースの会計
処理も現行の所有という経済的実態に基づいた会計処理とは異なるものと
なる。
Ⅲ　リースの定義と分類
⑴　リースの定義
　改訂公開草案では，リースを「資産（原資産）を使用する権利を一定期
間にわたり対価と交換に移転する契約」と定義している（par. 6）。ここで，
原資産（underlying asset）とは，リースの対象である資産であり，資産全
体の場合もあれば，単一の資産の物理的に区分できる一部分である場合も
ある。
　契約締結時に当該契約がリースであるか，またはリースを含んだもので
あるかどうかは，次の二つの要件を評価して判定する（par. 7）。
　⒜　当該契約の履行が特定された資産の使用に依存するかどうか。
　⒝　当該契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわた
って対価と交換に移転するかどうか。
　⒜ の要件は，リースに該当するかどうかにあたっては，原資産が特定
されていることを示しており，通常はリース契約に明示されている。ただ
し，供給者が原資産を借手の同意なくいつでも入れ替えられるような権利
を有している場合には，特定された資産には該当しないため，リースを含
まないことになる 4）。
4）　例えば，車両のリースにおいて，車両の入れ替えにあたって顧客の同意が
必要になる場合には，供給者は資産を入れ替える実質的な権利を有していな
いため，資産は特定されていることになる。この点は吉岡（2015）28頁を参
照。
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　⒝ の要件については，特定された資産の使用を指図する能力を有し，
かつ，その使用により便益を得る能力を有する場合に，特定された資産の
使用を支配する権利が移転すると評価される。特定された資産の使用を指
図する能力を有する場合とは，契約によって，資産の利用方法など使用に
関する意思決定のうち，契約期間を通して当該資産の使用から得られる経
済的便益に最も重要な影響を与える決定を行う能力が与えられていること
である（par. 13）。また，使用によって便益を得る能力を有する場合とは，
契約期間を通して当該資産の使用による潜在的な経済的便益のほとんどす
べてを得る権利を有することである（par. 18）。
　現行の IAS17号では，リースは，「貸手が一括払いまたは複数回の支払
いを得て，契約期間中，資産の使用権を借手に移転する契約」としている
（par. 4）。その上で，資産の所有に伴うリスクと経済価値を実質的にすべて
移転するか否かに基づいて，ファイナンス・リースとオペレーティング・
リースに分類している。また，日本基準では，リース取引は，「特定の物
件の所有者たる貸手が，当該物件の借手に対し，リース期間にわたりこれ
を使用収益する権利を与え，借手は，リース料を貸手に支払う取引」と定
義し（第４項），ファイナンス・リース取引とオペレーティング・リース取
引に分類している。IAS17号も，日本基準も，リースを資産化するか否か
はリースの分類によっていた。これに対し，改訂公開草案ではリースの定
義に該当する取引はすべて資産化されることになり，リースの会計処理も
単一のものに統一されることになる。改訂公開草案のリースの定義と
IAS17号および日本基準のリースの定義とは大きく異なる点はないと考え
られるが，リースの定義がリースの資産化を左右することになるため，新
リース会計基準ではリースかリースではないかが区別できるよう慎重に規
定されるべきである。
152
⑵　リースの分類
　改訂公開草案では，すべてのリースを資産化するが，当初認識後はリー
スを分類して異なる会計処理を提案している。リース開始日において，リ
ースはタイプ Aまたはタイプ Bに分類される。
　原資産が不動産（土地または建物）ではない場合，次の要件に該当する場
合を除き，リースはタイプ Aに分類される（par. 29）。次の要件に該当する
場合は，タイプ Bに分類される。
　⒜　リース期間が，原資産の経済的耐用年数全体のうち重要な部分では
ない。
　⒝　リース料総額の現在価値が，リース開始日現在の原資産の公正価値
に比べて重要ではない。
　一方，原資産が不動産である場合には，次の要件に該当する場合を除
き，リースはタイプ Bに分類される（par. 30）。次の要件に該当する場合
は，タイプ Aに分類される。
　⒜　リース期間が，原資産の残りの経済的耐用年数の大部分である。
　⒝　リース料総額の現在価値が，リース開始日現在の原資産の公正価値
のほとんどすべてである。
　なお，借手が原資産の購入オプションを行使する重要な経済的インセン
ティブを有している場合には，リースはタイプ Aに分類されることとな
る（par. 31）。
　以上のリースの分類と借手の会計処理をまとめると，表１のようにな
る 5）。
　このリースの分類は，リースの経済的実態を適切に反映するように，使
用権資産の償却とリース負債に係る利息費用を計上するために行われる。
5）　表１の作成にあたっては，藤田（2015）24頁および川西（2013）41頁を参
考にしている。
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したがって，両者とも，資産化される点では同じである。
　なお，この改訂公開草案の分類は，IAS17号におけるファイナンス・リ
ースとオペレーティング・リースの分類とは異なるとしている。IAS17号
では，ファイナンス・リースとして分類される例として，リース期間終了
までに借手に所有権が移転する，リース期間が当該資産の経済的耐用年数
の大部分を占める，あるいは，リース開始日において最低リース料総額の
現在価値が当該資産の公正価値とほぼ等しくなるなど，挙げている（pars. 
10-11）。改訂公開草案の分類をみると，タイプ Aはファイナンス・リース
に，タイプ Bがオペレーティング・リースに該当するかのようにも考え
られる。しかし，改訂公開草案はリースを購入と経済的に類似しているか
否かによって分類したのではなく，あくまでもリースに関する費用を財務
諸表に適切に表示するという観点から分類したものであるとしている（BC 
62）。
　また，改訂公開草案のリースの分類は，日本基準とも異なる。日本基準
表１　リースの分類と借手の会計処理
リースの区分 タ イ プ A タ イ プ B
対象資産 不動産以外のリース 不動産（土地および建物）の
リース
不動産のリースのうち，
⒜ リース期間が経済的耐用
年数の大部分，または ⒝ リ
ース料の現在価値が原資産の
公正価値とほとんど同じ，で
あるリース
不動産以外のリースのうち，
⒜ リース期間が経済的耐用
年数全体のうち重要でない，
または ⒝ リース料の現在価
値が原資産の公正価値に比べ
て重要でない，リース
借手の
会計処理
使用権資産およびリース負債を認識する。
使用権資産の償却とリース負
債に係る利息費用は別個に計
算・表示
使用権資産の償却とリース負
債に係る利息費用を一つの費
用として定額処理
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では，まずファイナンス・リース取引とオペレーティング・リース取引に
分類し，ファイナンス・リース取引はさらに所有権移転ファイナンス・リ
ース取引と所有権移転外ファイナンス・リース取引に分類し，異なる会計
処理を規定している。所有権移転ファイナンス・リース取引は，契約によ
り所有権が移転する，割安購入選択権の行使が確実であるなど，実質的に
は所有権が移転するリース取引であるため，自己所有の固定資産と同様に
会計処理する。これに対して，所有権移転外ファイナンス・リース取引
は，経済的には売買取引と類似性は有するが，リース物件の耐用年数とリ
ース期間が異なる場合も多く，リース物件の返還を行うため物件そのもの
の売買というよりも，使用する権利の売買の性格を有することから（第38
項），自己所有の固定資産とは異なる会計処理としている。
　なお，改訂公開草案で提案されたリースの分類は，その後の審議におい
て変更され，新リース会計基準では借手はリースを分類せず単一のモデル
を適用して会計処理し，貸手にのみに適用されると仮決定されている。こ
れはすべてのリースにファイナンスの要素が含まれているため，これを反
映するように借手は使用権資産およびリース負債を貸借対照表に認識し，
リース負債に係る利息費用と使用権資産の償却費は別個に損益計算書に表
示すべきだからである。この点は，IASBと FASBで見解が相違してい
る 6）。FASBはリースをすべて資産化することに意義があるとし，実務にお
ける混乱や適用コストの追加を避けるためにも，現行の会計処理と同じよ
うなリース費用の計上となる，借手・貸手双方でタイプ Aおよびタイプ
Bに分類して会計処理することを支持している。いまだ審議の途中ではあ
るが，現時点では新リース会計基準において当初認識後の会計処理が
IASBと FASBで異なる可能性がある。
6）　2014年３月における IASBと FASBの合同会議にて明らかとなった。IFRS 
Developments No. 75参照 。
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⑶　短期リース
　短期リース（short-term lease）とは，リース開始日において，契約によ
り可能な最大限のリース期間が延長オプションも含めて12カ月以内である
リースである。なお，購入オプションを含んだリースは，短期リースでは
ない。
　短期リースについては，借手はリースを資産化せずに，リース料総額を
リース期間にわたって定額で純損益に認識できる（par. 118）とし，現行の
IAS17号のオペレーティング・リースと同じ処理を提案している。
　短期リースについては，IASBでも取り扱いが変遷している。2009年の
討議資料においては使用権モデルを厳格に適用して，短期リースも含むす
べてのリースを同一の会計処理で資産化することを提案している（par. 
2.19）が，公開草案では資産化処理に係るコストも踏まえた上で，資産化
はするが使用権資産およびリース負債を計上する際に割引を適用しないで
認識する簡便法を容認している（par. 64）。しかし，改訂公開草案では一転
して資産化しない会計処理を容認している。これは，短期リースについて
は割引を適用することに重要性がない場合が多く，これらすべてのリース
に割引を適用すればかえって煩雑となるだけでなく，適用に要するコスト
が正当化されないと判断したためである（BC 296）。
　なお，新リース会計基準には，短期リースだけではなく，少額資産リー
スについても免除規定が設けられることが仮決定されている 7）。
　わが国でも，短期のリース取引および少額リース資産について，重要性
が乏しいと認められる場合には，オペレーティング・リース取引の会計処
理に準じて，支払リース料を費用に計上する通常の賃貸借取引に準じて会
計処理を行うことができる（企業会計基準適用指針第16号「リース取引に関す
7）　2015年２月における IASBの会議にて審議されている。IFRS Develop-
ments No. 101参照。
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る会計基準の適用指針」（以下，適用指針）第45，46項）。
　確かに，実務に適用される会計基準であるから，適用上のコストや重要
性を考慮することも重要ではある。しかし，リースの会計処理を統一し，
財務諸表に実態を適切に開示するために使用権モデルを採用したのであれ
ば，例外は設けずに，短期リースも少額資産リースも含むすべてのリース
について資産化することが妥当であると考えられる。
Ⅳ　借手におけるリースの会計処理
⑴　リース資産およびリース負債の計上
　リース開始日において，借手は使用権資産（right-of-use asset）とリース
負債（lease liability）を計上しなければならない（par. 37）。
　リース負債は，リース料総額を貸手が借手に課す利子率（rate the lessor 
changes the lessee）を用いて割り引いた現在価値で測定される。貸手が借
手に課す利子率が容易に決定できない場合には，借手の追加借入利子率
（lessee’s incremental borrowing rate）を使用しなければならない（par. 38）。
　貸手が借手に課す利子率は，再審議によりリースの計算利子率とされて
おり 8），これは原資産を使用する権利と交換に借手が支払うリース料の現
在価値とリース期間終了後に原資産から得ると見込んでいる金額の現在価
値の合計が，原資産の公正価値と貸手の当初直接コストの合計額と等しく
なる利子率である。また，借手の追加借入利子率は，借手が同様の期間に
わたって同様の保証を付けて使用権資産と同様の価値を有する資産を同様
の経済環境において獲得するのに必要な資金を借り入れるために支払わな
8）　貸手が借手に課す利子率は，改訂公開草案ではリースの計算利子率や不動
産の利回りが挙げられているが，2014年４月の IASBにおける再審議におい
て，不動産利回りは取り扱わないことが仮決定された。IFRS Developments 
No. 76参照。
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ければならない利子率である。
　使用権資産は，リース負債の当初測定額に，前払リース料（貸手から受
け取るリース・インセンティブを除く。）および当初直接コスト（initial direct 
costs）を加算した金額を取得原価とする（par. 40）。以下の設例 9）に基づい
て，具体的な会計処理を説明する。
【設例】　借手におけるリースの会計処理
・ リース期間10年
・ リース料　年50,000千円（期首払い）
・ 延長オプション５年が付いており，オプション期間中のリース料は
年55,000千円（期首払い）。なお，借手は延長オプションを行使する
重要な経済的インセンティブを有していないため，リース期間は10
年と判断される。
・ 貸手の計算利子率を借手は容易に知ることができず，借手の追加借
入利子率は5.87％である。
・ リース開始日に，借手は初年度のリース料を支払うとともに，当初
直接費用15,000千円を負担する。
　リース開始日におけるリース負債の金額は，初年度の支払い分を除いた
残り９回分の支払いの現在価値となり，年間の支払いリース料50,000千円
を追加借入利子率5.87％で割り引いた金額342,017千円となる。
　一方，使用権資産の取得原価は，リース負債342,017千円に，初年度の
リース料50,000千円および当初直接費用15,000千円を加算した407,017千円
となる。
　仕訳を示すと，次のとおりとなる。
　　（借方）使用権資産　　407,017　　（貸方）リース負債　　342,017
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 現　　　金　　  65,000
9）　なお，当設例は，改訂公開草案の設例14から本稿に必要な前提を残して作成
したものである（IASB (2013), ILLUSTRATIVE EXAMPLES ON LEASES, IE 8）。
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　以上のような改訂公開草案における使用権資産およびリース負債のリー
ス開始日における会計処理は，前述のとおりファイナンス・リースだけで
なくオペレーティング・リースも資産化する点で現行の IAS17号および日
本基準における会計処理とは大きく異なる。また，資産化のアプローチが
異なるため，ファイナンス・リースの場合のリース資産の当初の測定方法
も異なる。
　IAS17号では，資産化するファイナンス・リースの会計処理は，所有し
ている場合と同様に使用できるという経済的実質に基づいて測定している
ため，リース資産の計上金額についてはリース物件の公正価値またはリー
ス料総額の現在価値のいずれか低い金額としている（par. 20）。
　また，日本基準では，適用指針において，所有権移転ファイナンス・リ
ース取引については，リース資産およびリース債務の計上価額は借手にお
いて当該リース物件の貸手の購入価額等が明らかな場合には当該価額を，
貸手の購入価額等が明らかでない場合はリース料総額の現在価値と見積現
金購入価額とのいずれか低い価額としている（第37項）。一方，所有権移転
外ファイナンス・リース取引は，貸手の購入価額等が明らかな場合にはリ
ース料総額の現在価値と貸手の購入価額等とのいずれか低い価額を，貸手
の購入価額等が明らかでない場合はリース料総額の現在価値と見積現金購
入価額とのいずれか低い価額としている（第22項）。このようなリース資産
およびリース債務の計上額は，資産と負債が同額で計上されることを踏ま
え，リース物件の価値を表すというリース資産の評価の側面と，取得より
もリースを選択したというファイナンス要素を考慮したリース債務の評価
の側面を考慮して採用されたものである。
　これに対して，改訂公開草案では，使用権資産の当初の測定金額は，有
形固定資産などの非金融資産が取得原価に基づいて測定されていることか
ら，同じように取得原価で測定することとしており，公正価値による測定
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は行わない 10）。
　一方，リース負債の当初測定は，IAS17号および日本基準におけるリー
ス料総額の現在価値の算定方法とほぼ同じである。
　改訂公開草案で提案された使用権資産およびリース負債の当初測定は，
新リース会計基準においてそのまま採用されると考えられる。提案された
方法によれば，使用権資産は取得原価で測定されるため，非金融資産の測
定と整合性がある。また，現行基準では，リース資産およびリース負債の
測定基礎が複数あるため複雑であったが，単一の測定方法に統一されれ
ば，財務諸表の作成者側にとっても利用者側にとっても有用であると考え
られる。
⑵　認識後の会計処理
　借手は，リース開始日以降，使用権資産についてはリース期間にわたっ
て償却し，リース負債についてはリース負債に係る割引の巻戻し（unwind-
ing）を反映するように増額するとともに，当期中のリース料の支払いを
反映するように減額することによって測定される（par. 41）。
　ここで，リース期間（lease term）は，借手が原資産を使用する権利を有
する解約不能期間に，a）行使する重大な経済的インセンティブを有して
いる延長オプションの対象期間，および b）行使しない重大な経済的イン
センティブを有している解約オプションの対象期間，を加味した期間であ
る（par. 25）。なお，リース期間は，関連性のある要因の変化があった場合
10）　ただし，借手は，リースされている不動産が IAS第40号「投資不動産」
の定義を満たしており，借手が IAS第40号の公正価値モデルを会計方針と
して選択する場合には，使用権資産を IAS第40号の公正価値モデルにした
がって測定しなければならない（par. 52）。なお，IAS第40号の公正価値モ
デルについては，IAS (2003), par. 25および par. 34を参照。
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には，見直しをしなければならない（par. 27）。
　改訂公開草案では，認識後の会計処理に新たな方法が提案されており，
タイプ Aのリースは使用権資産を原則として定額法により償却するが，
タイプ Bのリースは損益計算書におけるリースに関する費用が毎期定額
になるように計算される。
　①　タイプ Aのリースの会計処理
　タイプ Aのリースの場合，使用権資産は，他の非金融資産と同様，使
用権資産の将来の経済的便益の消費パターンをより適切に表す別の規則的
な方法がある場合を除き，リース期間にわたって定額法により償却される
（par.47）。
　【設例】のリースがタイプ Aに分類される場合，第１年度末の償却費は
使用権資産の取得原価407,017千円をリース期間10年で割った40,702千円と
なる。また，リース負債に係る利息費用は，リース負債残高342,017千円
に利子率5.87％を乗じて計算される。仕訳すると，次のようになる。
　　（借方）　償 却 費　40,702　　（貸方）　使用権資産　40,702
　　　　　　利息費用　20,076　　　　　　リース負債　20,076
　また，第２年度期首に第２年度のリース料を支払った時の仕訳は，次の
ようになる。
　　（借方）　リース負債　50,000　　（貸方）　現　　　金　50,000
　第２年度以降も同様の会計処理が行われる。償却費は毎期同じ金額が計
上されるのに対し，利息費用はリース負債残高が年々減少していくため，
利息費用も年々減少していくことになり，その結果，リースに係る費用
（リース費用）は表２に示したとおり年々減少することになる。
　タイプ Aのリースは，使用権資産の償却とリース負債に係る利息費用
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を別個にとらえて計上しており，現行の IAS17号および日本基準とほぼ同
じ会計処理となっている。
　IAS17号では，リース資産の減価償却費は，所有している減価償却資産
についての方針と首尾一貫した方法で計算し，借手がリース期間終了まで
に所有権を取得する合理的確実性がない場合には，リース期間と耐用年数
のいずれか短い方の期間で償却計算をする（par. 27）。また，金融費用は，
負債残高に対して一定の期間利子率となるようにリース期間中の各期に配
分する（par. 25）。
　また，日本基準では，リース資産の減価償却費は，所有権移転ファイナ
ンス・リース取引については自己所有の固定資産に適用する方法と同一の
方法で行い，所有権移転外ファイナンス・リース取引は原則としてリース
期間を耐用年数とし残存価額をゼロとして算定する（第12項）。また，リー
ス債務に係る利息相当額は，リース期間にわたり利息法で計上される（第
11項）。
　②　タイプ Bのリースの会計処理
　一方，【設例】のリースがタイプ Bに分類される場合，毎期のリース費
用が定額になるように計算される（par. 42 (b)）。この際，利息費用はタイ
プ Aと同様にリース負債に利子率を乗じて計算するため，リース費用が
表２　タイプ Aのリースに関するリース費用，使用権資産およびリース負債
（第５年度末まで）
年度 １年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 …
償　却　費 40,702 40,702 40,702 40,702 40,702 …
利 息 費 用 20,076 18,319 16,460 14,491 12,407 …
合　　　計 60,778 59,021 57,162 55,193 53,109 …
使用権資産 366,315 325,613 284,911 244,209 203,507 …
リース負債 362,093 330,412 296,872 261,363 223,770
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定額になるように使用権資産の償却計算が行われることになる。【設例】
の場合，年間のリース費用は，支払リース料総額500,000千円と当初直接
費用15,000千円の合計をリース期間10年で割った51,500千円となる。利息
費用は，タイプ Aと同様20,076千円となるため，使用権資産の償却費はリ
ース費用51,500千円から利息費用20,076千円を差し引いた金額31,424千円
となる。仕訳すると，次のようになる。
　　（借方）　リース費用　51,500　　（貸方）　リース負債　20,076
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使用権資産　31,424
　また，第２年度期首に第２年度のリース料を支払った時の仕訳は，タイ
プ Aと同様に仕訳される。
　　（借方）　リース負債　50,000　　（貸方）　現　　　金　50,000
　第２年度以降も同様の会計処理が行われる。利息費用はリース負債残高
が年々減少していくため，利息費用も年々減少していくことになるが，リ
ース費用は毎期同額であるため，その結果，使用権資産の償却費は年々増
加していくことになる。タイプ Bの場合のリース費用は表３に示すとお
りになる。
　タイプ Bのリースは表３のように毎期のリース費用を平準化している。
不動産のリースのようなタイプ Bのリースについては，当該資産の経済
的耐用年数の短い一部分を所定のリース料を支払うことによって使用する
だけであり，当該リース期間にわたって均等に経済的便益を受けることに
なる。したがって，取引の性質を反映するために，リース費用を定額ベー
スで認識することになる。
　ただし，この方法によれば使用権資産の償却費は表３に示すように逓増
することになる。本来，使用権資産の経済的便益の消費パターンは定額ま
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たは逓減すると考えられるため，経済的実態を適切に反映しているかどう
か疑問が残る。
　なお，改訂公開草案において提案されたタイプ Aおよびタイプ Bに分
類し異なる費用認識方法をとる会計処理は，その後の審議において新リー
ス会計基準では貸手においてのみ採用されることになり，借手においては
採用されず，すべてのリースに単一の会計処理を適用することが仮決定さ
れている 11）。したがって，新リース会計基準では，借手のリースの会計処
理はタイプ Aの会計処理方法が行われ，償却費および利息費用を別個に
計上することになると考えられる。これにより，借手のリースの会計処理
は当初測定も，事後測定も単一の方法で行われることになる。
Ⅴ　お わ り に
　IASBの新リース会計基準では，使用権モデルという新たなアプローチ
が採用されることによって，すべてのリースが資産化される予定である。
11）　2014年３月における IASBと FASBの会議において，FASBは現行のリー
スの分類や会計処理とほとんど同様になることから，改訂公開草案の分類お
よび会計処理を支持し，IASBと見解が相違した（IASB, IFRS Developments 
No. 75, March 2014）。
表３　タイプ Bのリースに関するリース費用，使用権資産およびリース負債
（第５年度末まで）
年度 １年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 …
償　却　費 31,424 33,181 35,040 37,009 39,093 …
利 息 費 用 20,076 18,319 16,460 14,491 12,407 …
合　　　計 51,500 51,500 51,500 51,500 51,500 …
使用権資産 375,593 342,412 307,372 270,363 231,270 …
リース負債 362,093 330,412 296,872 261,363 223,770
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リース資産化の範囲の拡充は，「概念フレームワーク」の枠組みの中で理
論的整合性をもった会計処理が行われ，より一層財務諸表においてリース
に関する情報を適切に表現することに結び付くと期待される。
　ただ，IASBと FASBは共同プロジェクトとして，リースの会計処理を
統一し，コンバージェンスを図ることを目的として再検討をはじめたにも
かかわらず，意見の相違により異なる新リース会計基準が公表される可能
性が出てきている。IASBと FASBがこのまま統一できずに異なる会計基
準を公表することになれば，問題点を残したまま新しい会計基準が公表さ
れることにもなりかねない。
　わが国でもすでにリースの会計処理は検討事項に挙げられており，2010
年には企業会計基準委員会から「リース会計に関する論点整理」が公表さ
れている。「リース会計に関する論点整理」では，使用権モデルも含め，
リースの会計処理に関する様々な見解を取り上げ検討が行われている。わ
が国においては一般に，リース取引は資金を融通するという金融というよ
りも，物を融通する物融ととらえ，賃貸借取引として考えられている。そ
のため，現在のファイナンス・リース取引についてのオンバランス処理に
ついてもいまだ否定的な意見も多い 12）。オンバランスの範囲が広がるなら
ば，さらなる反対意見が多く出ることも予想されることから，使用権モデ
ルの導入には時間がかかるであろう。会計基準のコンバージェンスが問わ
れている今日，わが国でも使用権モデルの導入も含めて，リース会計基準
の再検討が望まれる。
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